




















































加｣ によって, 従来のような ｢過失とは予見可能性であり責任要素という
考え方によれば, 自動車の運転というものは本来危険であるから容易に予
見可能性が肯定され, 過失犯が成立し得ることになる｡ しかし, それでは
自動車の運転を許可している意味がなくなり, 現代社会, 工業社会は成り



































































いる｡ これを受けて, アメリカ側が ｢注意深い検事は二つとも起訴をする











































































｣ 罰条同一説が主張されていた｡ この立場によれば, 住居
侵入罪において侵入の場所が建造物に変化した場合や, 窃盗罪において被
害物件の数量・種類に変更があった場合, 罰条が同一であるから訴因変更



























































とになるので, ｢事実の 『重要な』, 『実質的な』 側面にずれが生じたかが
基準
(36)







































































































































































｡ それは, 最判昭和46年６月22日刑集25巻４号588頁 (以下,



















全治約二週間を要する鞭打ち症, 同車に同乗していたＢ (当四十四年) に
全治約三週間を要する鞭打ち症の各傷害を負わせた｡｣ というものであっ








せ, よつて, 右Ａに対し全治二週間を要する鞭打ち症の, 同車の助手席に
同乗していたＢ (当四四年) に対し全治約三週間を要する鞭打ち症の各傷





















｡ したがって, 昭和46年判決からは, ｢③注意義務














の運転者に傷害を負わせた｣ というものであった｡ これに対して, 検察官














































事実は, 前記のように, 公訴事実中に一旦は記載され, その後訴因変更の
手続を経て撤回されたものではあるが, そのことによつて右事実の認定が
許されなくなるわけではない｡ また, 本件においては, 前記のとおり, 右
事実を含む予備的訴因が原審において追加され, 右事実の存否とそれに対
する被告人の認識の有無等についての証拠調がされており, 被告人の防禦














































した過失があり, その結果, 本件事故が発生したというべきであり, 検察
官が, 旧公訴事実を被告人の過失を適切にとらえた訴因に変更すれば, 被
告人が有罪となるべきことが明らかであったと考えられるから, 第一審裁











最高裁は, ｢原判決が認定した過失は, 被告人が 『進路前方を注視せず,
ハンドルを右方向に転把して進行した』 というものであるが, これは, 被





















｡ また, 訴因制度の趣旨から, 被告人への告知・防御上の不利益の観
点を考慮すると, ｢自動車を道路右側部分へはみ出させた事実自体は, 当
初訴因においても, 過失の内容として明示されてはいないにしろ被告人に
告知されている｣ 状態で, 右側部分へはみ出た原因を争い, ｢事故の原因
は本人の過失ではない, とする防御方法を選択｣ している以上, ｢被告人




















定させるのである｡ これは, ｢訴因の第１の機能 (審判対象の画定)｣ でも












では, ｢罪となるべき事実｣ の特定とはいかなるものか｡ この点につき,
刑訴法256条３項が, 訴因として ｢罪となるべき事実｣ を特定して記載す
ることを要求する｡ 審判対象は, 検察官が訴因として設定した犯罪事実の




｡ そして, ｢罪となるべき事実｣ とは, 特定の構成要件に
































｡ これに対して, 新過失犯論の立場からは, 過失を構成要件該当性お
よび違法性に位置づけた上で, 注意義務が結果回避義務であると解し,
｢注意義務に違反したとき, その行為は, 結果発生に対する関係で, 落度
のある違法な過失行為｣ であると考え, ｢過失犯の違法性の実質を根拠づ
けるのは, 外形的注意義務 (結果回避義務) 違反である｣ と主張された
(81)
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提とする) 結果回避義務違反 (客観的注意義務違反)｣, ④ ｢結果回避可能
性｣, の4要件が必要であるとされる｡ ビルをダイナマイトで爆破する作業
で, ビル内にいる人を死亡させた場合, ｢①旧過失犯論によれば, ボタン
を押すこと (そしてそれにより死亡の結果を生じさせること) が実行行為｣
であり, ｢結果発生を予見しなかったが予見可能であったとすれば過失犯













義務違反なのではない｣ とする｡ ｢たしかに, ボタンを押してはならない
義務は存在するが, それは実行行為をやめることを要求する不作為義務で
あ｣ って, これは ｢故意犯の場合にも全く同様に存在｣ するのである｡ そ
れに対して ｢結果回避義務とは, 結果回避のため, 行為者の立場に置かれ
た一般通常人に社会生活上遵守が要求される行動基準ないし行動準則にか
なった態度をとるべき義務のことをいう｣ とされる｡ それは, ｢通常の交

























｡ 過失犯の実行行為は, ｢結果回避義務に違反する 『法益






て, 責任過失を要求し, その内容は, ｢違法性を基礎づける事実の不認識
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よる実行行為) を行ったという訴因から, ハンドル, ブレーキ等を確実に
操作して事故を防止する結果回避義務があったにもかかわらず追突を防止
できるブレーキをかけなかったという結果回避義務違反行為 (による実行






































｣ と解し, その過失行為の原因を, 訴因として起訴状に記載さ











うすると, これは, 平成13年決定の第２段階の問題となり, そこではまず
は, 訴因変更手続きを必要とすることが原則である｡ 次に, 例外判断の場






であり, それは, 過失犯でも同様である｡ 過失犯の訴因変更においては,
①注意義務が発生する根拠となる具体的事実, ②注意義務の内容, ③注意




た｡ これは, ｢過失の態様 (注意義務違反) は, 過失犯の構成要件要素で













換えると, 平成13年決定の第２段階の問題として扱われる, あるいは, 抽
象的防御説となると説明されるのが通常であるところ, 旧過失犯論の立場
にあっても, 過失の態様は, 構成要件該当事実であって, 平成13年決定の
第１段階の問題として扱われ得ることを示したことにある｡ したがって,
過失の態様は, 新旧過失犯論争それ自体から, 類型的に位置づけが変わる









ている｡ 新過失犯論は, この点につき ｢踏み込んだ説明をしていない
(112)
｣ と
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